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「日本再興戦略」改訂について

（海事局関連事項）

一. 日本産業再興プラン

２．雇用制度改革・人材力の強化

２－２. 女性の活躍促進 若者・高齢者の活躍促進 外国人材の活用／ ／

（建設及び造船分野における外国人材の活用）

・復興事業の更なる加速を図りつつ、2020年オリンピック･パラリンピ

ック東京大会等の関連施設整備等による一時的な建設需要の増大に対

応するため、緊急かつ時限的措置（2020年度で終了）として、処遇や

重層下請構造の改善、現場の効率化等により国内での人材確保に最大

限努めることを基本とした上で、即戦力となり得る外国人材の活用促

進を図ることを決定した。今後、所要の準備を進め、2015年度初頭か

なお、建設らの本制度を活用した外国人材の受入れの開始を目指す。

業との間で人材の相互流動が大きい造船業については、上記建設分野

における措置により重大な影響が及ぶことに鑑み、また、当該産業分

野が高い国内生産率を維持して我が国の輸出を支えるとともに地域経

済に大きく貢献していることを踏まえ、アベノミクスの効果により急

速に回復してきた生産機会を逃さないよう、建設業と同様の緊急かつ

時限的措置を講ずることとし、所要の準備を行う。

５. 立地競争力の更なる強化

５－１. 空港・港湾など産業インフラの整備

ⅳ）都市の競争力の向上と産業インフラの機能強化

②産業インフラの機能強化

2020年のオリンピック・パラリンピック東京大会等を目途として、

首都圏空港の発着枠を現在の約75万回から約８万回増枠させることを

含め、更なる首都圏空港の機能強化方策に係る関係地方公共団体等と

また、国際の協議・検討を行った上で、適切な方策の実行を目指す。

コンテナ戦略港湾である横浜港の国際競争力を強化するため、強制水

先の緩和に向けて東京湾における安全対策を含めた検討を行い、本年

８月までに結論を得る。



５－３. 環境・エネルギー制約の克服

③LNG等の調達コストの低減

仕向地条項の緩和等によるLNG市場の柔軟化を推進するとともに、

北米等からのLNG供給の実現や新たな共同調達の戦略的活用の促進、

権益獲得による供給源の多角化、資源輸送ルートの多様化への対応な

ど、資源調達環境の改善を進める。

二. 戦略市場創造プラン

テーマ２ クリーン・経済的なエネルギー需給の実現

②水素社会の実現に向けたロードマップの実行

水素の製造から輸水素社会の実現に向けたロードマップに基づき、

、そして家庭用燃料電池（エネファーム）や燃料電池自動車送・貯蔵

に至る必要な措置を着実に進めるとともに、産学官から成る等の利用

協議会において進捗のフォローアップを行う。

③海洋資源開発の推進及び関連産業の育成

砂層型メタンハイドレートについて、長期の海洋産出試験等を実施

し、2018年度を目途に商業化の実現に向けた技術の整備を行うととも

に、表層型メタンハイドレートについても、資源回収技術の調査等に

着手する。また、今年度から、国連大陸棚限界委員会から認められた

さらに、海洋資源延長大陸棚で海洋鉱物資源探査を初めて開始する。

開発関連産業の育成に向けて、海洋資源開発に係る技術の開発支援を

行うとともに、海洋開発の基盤となる技術者の育成システムの構築に

。また、海洋調査データの収集・管向けた検討を今年度より開始する

理・公開に関する共通ルール策定など、民間事業者の海洋資源開発関

連分野への参入促進に向けた環境整備のためのアクションプランの策

定等を行う。


